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伊藤忠食品は卸機能の質と精度を高め、お取引先様に「機能提供」「価 値提供」をすることで顧客満足度の高い企業として成長していきます。

取引先小売業へのリテールサポートとしては主に52
週販売企画のプロモーション提案、春夏・秋冬のカテ
ゴリー見直しなどの棚割提案、季節だけでなくパーソ
ナルギフトの提案、店舗の活性化に繋がる提案など
付加価値の高い提案と価値ある情報提供サービスを
行っています。

当社では、知名度の高い外食店舗や老舗名店などの
人気メニューを冷凍食品や加工食品として、そのお店
のブランドで商品化しています。

全国のメーカー約3,000社から消費者ニーズに対応
した商品を調達するとともに付加価値の高い推奨商
品を小売業に提供しています。また、メーカーと小売
業との間で代金決済業務を行い、取引先の業務負担・
代金回収リスクの軽減を担っています。

当社の物流機能は、商品を店舗までお届けするだけ
でなく、取引先小売業の店頭在庫の削減、流通経路
の短縮、物流コストの抑制・効率化などを実現すると
ともに、消費者が買物しやすい売場をつくるために

「迅速な商品陳列」、「狭いバックヤードでの商品回転
を高める納品形態」、「効率のよい店舗作業を可能に
する定時配送」などに取組んでいます。

●商品分類別売上高構成比　　　　　　ビール・和洋酒の売上高増加により酒類構成比（ギフト除く）は39.1％となりました。 ●業態別売上高構成比　　　　　　組織小売業との取引深耕を強化し、スーパーの売上高構成比は57.0％となりました。

仕入先 約3,000社
取扱商品 約32万アイテム

「消費者に支持される売場づくり」
を支える物流機能

付加価値の高い提案と
価値ある情報サービスの提供

消費者ニーズに応える
付加価値の高い商品開発

>>>Business Guide 事業紹介…①

91期
第2四半期累計
合計 3,005億円

657億円
21.9％

464億円
15.4％

539億円
18.0％

582億円
19.4％

253億円
8.4％

147億円
4.9％

255億円
8.5％

105億円
3.5％

92期
第2四半期累計

合計 2,901億円

91期
第2四半期累計
合計 3,005億円

92期
第2四半期累計

合計 2,901億円
660億円
22.7％

475億円
16.4％

492億円
17.0％

547億円
18.9％

235億円
8.1％

146億円
5.1％

238億円
8.2％

105億円
3.6％

ビール 和洋酒 調味料・缶詰 嗜好・飲料 麺・乾物 冷凍・チルド ギフト その他

536億円
17.9％

170億円
5.7％

1,649億円
54.9％

371億円
12.3％

148億円
4.9％

128億円
4.3％

484億円
16.7％

148億円
5.1％

1,655億円
57.0％

362億円
12.5％

127億円
4.4％

124億円
4.3％

卸売業 百貨店 スーパー CVS・ミニスーパー その他
小売業 メーカー他

POINT! POINT!

（注）「ビール」には、発泡酒、ビール風アルコール飲料（第3のビール）の売上高を含んでおります。

商品調達機能＆代金決済機能 物流機能 営業機能 商品開発機能
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国内経済は輸出の増加や株価上昇など一部回復の兆しも

見えましたが、個人消費は依然として伸び悩み、消費者の低

価格志向が強まっています。この様な影響を受け、食品流通

業界でも業態を超えた企業間の価格競争が激しく、厳しい

経営環境が続いています。

このような状況下、当社グループでは、スーパー等の組織

小売業との取引を着実に拡大しましたが、卸売業との取引縮

小や前期に実施した連結子会社の売却により売上高は

2,901億19百万円（前年同期比較3.5％減）となりました。

売上総利益率の改善や物流コストを中心とした販売費及

び一般管理費の削減などにより、営業利益は31億44百万

当社グループでは新たな収益確保による中長期的な成長

に向け、既存ビジネスに加え新規ビジネス分野の開拓を進

めています。その中の一つに、市場規模の拡大が見込まれ

る、eコマース分野のビジネスがあります。デジタルネット

ワークを通した流通において、当社グループがWeb卸とし

てのポジションを確立することを目指し、現在デジタルイン

フラの整備を推進しています。さらにWebネットワーク分野、

株主の皆様には、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

日頃は温かいご支援を賜り、誠にありがとうございます。当社平成

22年9月期第2四半期（平成21年10月1日から平成22年3月

31日まで）の、事業の概況等についてご報告申し上げます。

平成22年6月

当社グループを取り巻く下期の経営環境も、依然として先

行きが不透明な状況にあります。この様な経営環境のもと、

当社グループではこの下期も主に、「取引先政策」、「業務オペ

レーションの改善」、「価値創造」の3つの施策に注力します。

具体的に「取引先政策」では、成長性、安全性、収益性の

高い企業との取引拡大を図り、採算性の悪い取引の見直し

を進めます。「業務オペレーションの改善」では、業務の見え

2015年をゴールとする中期経営計画NEXT10の期間に

卸の機能・役割である「営業機能」「物流機能」「情報機能」「代

金決済機能」「商品開発・調達機能」などの質の向上を図り収

益率の改善を進め、競争優位性を持った企業へと成長・繁栄

してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援・ご

協力を賜りますようお願い申し上げます。

売上高は減収となりましたが、コスト削減
などにより利益は増益となりました。

核となる卸売事業の強化と、
新規ビジネスの推進をします。

「取引先政策」、「業務オペレーションの改善」、
「価値創造」の施策に取組みます。

中期経営計画─NEXT10に向けて─

基礎収益率の向上

卸機能の高度化

卸機能の強化

卸機能の確立（継続黒字・継続成長）

2015 

2010

2006

収益率の改善を進め、競争優位性を持った
企業へと成長・繁栄していきます。

トップメッセージ>>>Top Message

Q1

Q2 Q3

Q4

A

A A

A
中長期的な成長に向けた、
今後の展開をお聞かせ下さい。

株主の皆様へのメッセージを
お願いします。第2四半期までの経営環境と

取組みについてお聞かせ下さい。

通期の見通しについて
お聞かせ下さい。

代 表 取 締 役
社長執行役員

円（同27.5％増）、経常利益31億11百万円（同30.1％

増）、四半期純利益16億42百万円（同19.6％増）となりま

した。

eコマース分野では、「みんなのプロジェクト」「Eco-モッタ

イナイ.com」などを展開しています。

またこの他にも、商品開発として知名度の高い外食店や、

老舗名店などのメニューの商品化に注力しています。

る化の実行と業務オペレーションコストの削減、物流コスト

の削減に取組みます。「価値創造」では、Webネットワーク

分野、eコマース分野などの取組みを強化し、付加価値を創

造した新規サービスの提供を推進します。

この様な取組みを図ることにより、通期の見通しにつきま

しては、売上高6,140億円（前期比1.3％減）、営業利益

54億 70百万円（同 10.5％増）、経常利益 60億円（同

17.6％増）、当期純利益32億60百万円（同9.1％減）を

見込んでいます。

■通期の業績予想

売 上 高 6,140億円（前期比較 1.3％減）
営 業 利 益 54億70百万円（前期比較 10.5％増）
経 常 利 益 60億円（前期比較 17.6％増）
当期純利益 32億60百万円（前期比較 9.1％減）

新たな付加価値の創造と 業務の効率化で収益の確保に努めます。
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スイーツの街、東京・自由が丘の人気店「TOKYO　SWEETS　FACTORY
（東京スイーツファクトリー）」。なかでも人気の「奥沢ロール」は、しっとりふわ
ふわのカステラ風スポンジで甘さ控えめなフレッシュクリームをたっぷり包み
込んだシンプルなロールケーキです。スポンジとフレッシュクリームのみで作
られる奥沢ロールは素材・製法にこだわり抜いた自信作です。
今回、伊藤忠食品では「TOKYO　SWEETS　FACTORY」とのコラボレー
ションにより、自由が丘のお店で売ってる「奥沢ロール」のおいしさをそのまま
に、主に通販・生協向け商品として開発・販売いたしました。現在までに約３０
万本を販売する大ヒット商品となりました。

当社は社会貢献活動の一環として2005年より認定NPO法人 国連
WFP協会の評議員として参加し、2008年からWFP 国連世界食糧
計画の「学校給食プログラム」に賛同し寄付活動を行っています。
このたび、国連WFP協会から「学校給食プログラム」への寄付活動に
対する感謝状をいただきましたのでお知らせいたします。

「学校給食プログラム」は開発途上国の子どもたちに学校で栄養価の
高い給食を提供することで、子どもたちの健全な発育を助けると同時
に、就学率・出席率を高める成果を上げています。

伊藤忠食品では、知名度の高い外食店舗や老舗名店などの人気メニューを
冷凍食品や加工食品として、そのお店のブランドで商品化しています。
今回は人気の高い「奥沢ロール」の魅力に迫ります。

【奥沢ロールとは？】

「奥沢ロール」をご紹介当　　社
開発商品

口当たりの軽い
たっぷりの生クリー

ム

TOPICS

CSR活動

今回、ご紹介した「奥沢ロール」はこちらのサイトから購入出来ます。
ＵＲＬ　http://www.uplight.jp/

12月中旬頃 翌年3月31日までに
ご投函ください。

翌年1月上旬から
4月30日まで

当社では、毎年9月30日の最終の株主名簿に記載または記録された単元株式数(100株) 以上保有の
株主様1名につき1口、当社オリジナルギフト商品をご賞味いただける株主優待を行っております。

ギフト商品の発送は1月を予定しております。※ギフト商品は変更となる場合があります。

1 2 3

de

株主優待のご案内

有村屋さつまあげ
詰合せ

福さ屋無着色
辛子めんたい 240g

「さんしょく伊賀上野の里」
ロースハム＆

つるし焼豚詰合せ

大山ハム 伝統の逸品

第2位根強い
人気

一番
人気 人気

上昇

「ちょいすde	チョイス」が届くまで

株主総会後、決議通知に、優待のカタログ
とハガキを同封しご郵送いたします。

カタログより優待商品を
お選びいただき、ハガキを
返信していただきます。

上記お届け期間に
お選びいただいた優待商品が
お手元に届きます。

※お届け期間は変更となる場合があります。

3,000円相当

ハガキカタログ

ここに
ご希望の
商品を
記入して
ください。

ハガキ

厳選された約30種類の商品からお好きな商品をお選びいただけるギフトです。

国連WFP協会から感謝状！

ふわふわな
スポンジ

	 商品名／奥沢ロール

ここが
特長
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●	四半期連結損益計算書	● （単位：百万円）●	四半期連結貸借対照表	●  （単位：百万円）

B/S	貸借対照表

P/L	損益計算書

季節変動要因により、売上債権などを中心に流動
資産が121億3百万円減少したことなどから総資
産は1,619億9百万円となり、また同様の要因に
より、仕入債務が142億17百万円減少したことな
どから負債は1,064億34百万円となりました。
純資産は利益剰余金が12億31百万円増加したこ
とにより、554億74百万円となりました。

主要取引先であるスーパー等の組織小売業との取
引関係強化を進めたものの、卸売業との取引縮小
や前期に実施した連結子会社の売却などにより、売
上高は前年同期比較3.5％（104億30百万円）
減少の2,901億19百万円となりました。営業利
益は、売上高の減少に伴い、売上総利益が減少した
ものの利益率の改善や物流コストを中心とした販
売費及び一般管理費の削減などにより前年同期比
較27.5％（6億77百万円）増加の31億44百万
円となりました。四半期純利益は、経常利益の増加
や税金費用の減少などにより、前年同期比較
19.6％（2億69百万円）増加の16億42百万円
となりました。

科　目 当第2四半期末
平成22年3月31日現在

前	期	末
平成21年9月30日現在

資産の部

流動資産 108,988 121,091
固定資産 52,920 53,505
　有形固定資産 26,676 27,371
　無形固定資産 1,016 955
　投資その他の資産 25,227 25,178
資産合計 161,909 174,596

負債の部

流動負債 103,280 117,282
固定負債 3,153 3,097
負債合計 106,434 120,379

純資産の部

株主資本 54,461 53,227
　資本金 4,923 4,923
　資本剰余金 7,163 7,163
　利益剰余金 42,964 41,732
　自己株式 △ 590 △ 591
評価・換算差額等 1,013 987
　その他有価証券評価差額金 1,013 987
新株予約権 ─ 1
純資産合計 55,474 54,216
負債純資産合計 161,909 174,596

科　目
当第2四半期累計
平成21年10月1日から
平成22年3月31日まで

前年同期
平成20年10月1日から
平成21年3月31日まで

売上高 290,119 300,549
売上原価 258,723 268,617
売上総利益 31,396 31,931
販売費及び一般管理費 28,251 29,463
営業利益 3,144 2,467
営業外収益 511 490
営業外費用 544 566
経常利益 3,111 2,391
特別利益 295 1,019
特別損失 317 337
税金等調整前四半期純利益 3,089 3,074
法人税、住民税及び事業税 1,331 1,617
法人税等調整額  116 83
四半期純利益 1,642 1,373

※百万円未満は切り捨てて表示しております。

（％）

50,000

150,000

200,000800,000

600,000

400,000

200,000

6,000

4,500

3,000

1,500

（百万円未満切り捨て）

0 0

6,000

4,500

3,000

1,500

0

4,000

3,000

2,000

1,000

0 0

■■純資産　●●自己資本比率
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54,216
52,580

30.4 31.1

55,474

34.3
1,642

174,596
161,909

3,584

1,857

1,591

173,041

1,373

4,331
5,103

2,657 2,391
3,111

2,598 2,467
3,144

4,239
4,948

287,783 300,549 290,119

604,737 622,181

●  売上高  ● ●  営業利益  ● ●  経常利益  ● ●  四半期（当期）純利益  ● ●  総資産  ● ●  純資産／自己資本比率  ●
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●●配当性向の推移■■1株当たりの配当金
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6262 6464
（通期予想）

（中間）

16.816.8

30.630.6

41.841.8

22.222.2

3232

25.225.2

●  1株当たりの配当金と配当性向（連結）の推移  ●

Consolidated Financial Statements 連結決算の概要

■■■		利益配分に関する基本方針		■■■

●	四半期連結キャッシュ・フロー計算書	●（単位：百万円）

科　目
当第2四半期累計
平成21年10月1日から
平成22年3月31日まで

前年同期
平成20年10月1日から
平成21年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 1,245 △ 6,662 
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 14 △ 1,389 
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 451 △ 425 
現金及び現金同等物の増減額 △ 1,710 △ 8,477 
現金及び現金同等物の期首残高 19,390 19,238
現金及び現金同等物の四半期末残高 17,679 10,761

※百万円未満は切り捨てて表示しております。

当社グループは株主の皆様への利益還元を最重要
政策と認識し、収益力の向上と財務体質の強化を図
りながら、株主の皆様への利益配分拡大に努力する
ことを基本方針としております。第2四半期末の配
当金につきましては、1株につき前期比較2円増配
の32円としております。また、通期の配当金につき
ましては1株につき2円増配の64円（中間配当金
32円）、配当性向は25.2％を予定しております。

※百万円未満は切り捨てて表示しております。
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国内法人
64.32％
8,383,100株

金融商品取引業者 0.56％
73,309株

金融機関 13.04％
1,698,900株

外国人 5.43％
707,529株

個人・その他 16.65％
2,169,852株

（平成22年3月31日現在） （平成22年3月31日現在）

商 号 伊藤忠食品株式会社
創業年月日 明治19年2月11日（1886年2月11日）
設立年月日 大正7年11月29日（1918年11月29日）
資 本 金 4,923,464,500円　
従 業 員 数 連結1,035名　個別769名
事 業 内 容  酒類・食品の卸売およびそれに伴う商品の保管、 

運送ならびに各種商品の情報提供、商品流通に関する
マーチャンダイジング等を主とした事業活動を展開。

本店所在地 大阪市中央区城見2 ｰ 2 ｰ 22 
大阪本社 
〒540 ｰ 8522 大阪市中央区城見2 ｰ 2 ｰ 22
電話（06）6947 ｰ 9811
東京本社
〒103 ｰ 8320 東京都中央区日本橋室町3 ｰ 3 ｰ 9 
電話（03）3270 ｰ 7620

インターネット
ホームページ http://www.itochu-shokuhin.com/

役員（平成22年5月31日現在）
代表取締役
会長執行役員 太田　　徹

代表取締役
社長執行役員 濱口　泰三

取締役
専務執行役員 岩城　　彰

取締役
専務執行役員 足立　　誠

取締役
専務執行役員 栗山　勝之

取締役
専務執行役員 佐藤　　進

取締役（非常勤） 松本　耕一

卸売業 ■㈱静岡メイカン　　　　 ■㈱中部メイカン　
■カネトミ商事㈱　　　　　■㈱スハラ食品

小売業 ■㈱宝来商店

物流管理・
運送業

■新日本流通サービス㈱　 ■㈱東名配送センター
■ジャパン・カーゴ㈱

サービス業 ■ISCビジネスサポート㈱　■㈱アイ・エム・シー

常勤監査役 長谷　　茂
監査役（非常勤） 増岡　研介
監査役（非常勤） 藤山　二郎
監査役（非常勤） 石田　達也
常務執行役員 黒田　泰章
常務執行役員 栢沼　康夫
執行役員 山﨑　義雄
執行役員 勝山　元春
執行役員 大釜　賢一
執行役員 小嶋　一郎
執行役員 小池　俊一
執行役員 阿部　淳一

（注） 1 上記のほか、自己株式が194,207株あります。

 2  日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（住友信託銀行再信託分・アサヒビール㈱退職
給付信託口）の所有株式は、アサヒビール㈱が所有していた当社株式を住友信託銀行
㈱に信託したものが、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱に再信託されたもので、議
決権はアサヒビール㈱に留保されております。

 3  みずほ信託銀行㈱退職給付信託みずほ銀行口再信託受託者資産管理サービス信託
銀行㈱の所有株式は、㈱みずほ銀行が所有していた当社株式をみずほ信託銀行㈱に
信託したものが、資産管理サービス信託銀行㈱に再信託されたもので、議決権は㈱み
ずほ銀行に留保されております。

●所有者別株式分布状況

■連結子会社　■非連結子会社　■関連会社

発行可能株式総数 40,000,000株
発行済株式の総数 13,032,690株
株主数	 9,668名

大株主
株主名 所有株式数㈱ 所有株式数比率（％）

伊藤忠商事㈱ 6,219,316 47.72
日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
（住友信託銀行再信託分・アサヒビール㈱退職給付信託口） 690,000 5.29

アサヒビール㈱ 421,500 3.23

㈱日本アクセス 400,000 3.07

味の素㈱ 339,129 2.60

松下　善四郎 302,000 2.32
みずほ信託銀行㈱退職給付信託みずほ銀行口
再信託受託者資産管理サービス信託銀行㈱ 236,835 1.82

ステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト
カンパニー　505019 169,500 1.30

伊藤忠食品　従業員持株会 163,700 1.26
日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 162,400 1.25

●子会社・関連会社（平成22年3月31日現在）

Corporate Profile ………会社概要 ……株式の状況Stock Information

事 業 年 度 毎年10月1日から翌年9月30日まで
定時株主総会 毎年12月

基 準 日 定時株主総会　9月30日
期末配当金　　9月30日
中間配当金　　3月31日

株主名簿管理人 〒105 ｰ 8574
東京都港区芝三丁目33番1号
中央三井信託銀行株式会社

郵便物送付先 〒168 ｰ 0063
東京都杉並区和泉ニ丁目8番4号
中央三井信託銀行株式会社 証券代行部

S T O C K H O L D E R  M E M O

I N F O R M AT I O N

（電話照会先） 電話　0120 ｰ 78 ｰ 2031（フリーダイヤル） 
取次事務は中央三井信託銀行株式会社の本店およ
び全国各支店ならびに日本証券代行株式会社の本
店および全国各支店で行っております。

公 告 方 法  電子公告の方法により行います。ただし、やむを
得ない事由により電子公告をすることができない
場合は、日本経済新聞に掲載します。
＊ 公告掲載の当社ホームページアドレス
 http://www.itochu-shokuhin.com/

単元株式数 100株
証券コード 2692

ご案内

株主メモ

住所変更、
単元未満株式の
買取等のお申出先

証券会社に口座のある株主様 株主様の口座のある証券会社にお申出ください。

証券会社に口座がないため
特別口座が開設されました株主様

特別口座の口座管理機関である中央三井信託銀行
株式会社にお申出ください。

「配当金のお支払い」
について

配当金領収証にてお受取りの
株主様

本年から「支払通知書」に替えて「配当金計算書」を
同封いたしております。

口座振込を指定されている株主様 配当金支払いの際送付している「配当金計算書」が
「支払通知書」となります。

「配当金計算書」
について
※確定申告をなされる株主様は
　大切に保管してください。

配当金支払の際送付している「配当金計算書」は、租税特別措置法の規定に基づく
「支払通知書」を兼ねております。確定申告を行う際は、その添付書類としてご使
用いただくことができます。

未払配当金の支払いの
お申出先 株主名簿管理人である中央三井信託銀行株式会社にお申出ください。
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